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〔『診療点数早見表 2023 年 4 月増補版』では加筆・訂正済み〕

支払基金における審査の一般的な取扱い（医科） 令和 6年 7月 31 日， 8 月 30 日
社会保険診療報酬支払基金

【解説】「支払基金における審査の一般的な
取扱い（医科）」が，7 月 31 日に 45 事例，
8 月 30 日に 15 事例が示され，これまでの
事例と合わせて 283 事例となりました。

令和6年7月31日（第14回：45事例）
【投薬】

224．アコチアミド塩酸塩水和物錠の算定
次の傷病名が併存する場合の機能性ディ

スペプシアに対するアコチアミド塩酸塩水
和物錠（アコファイド錠）の算定は，原則
として認められない。

⑴胃・十二指腸潰瘍，⑵胃癌，⑶胃癌術
後（全摘）
225．ラパチニブトシル酸塩水和物の単独

投与
ラパチニブトシル酸塩水和物（タイケル

ブ錠）の単独投与（※）は，原則として認
められない。
※　カペシタビン又はアロマターゼ阻害剤

との併用が確認できない場合
226．狭心症等に対するユビデカレノンの

算定
次の傷病名に対するユビデカレノン（ノ

イキノン錠等）の算定は，原則として認め
られない。

⑴狭心症，⑵虚血性心疾患，⑶高血圧性
心疾患，⑷心臓弁膜症
227．静脈血栓症に対するベラプロストナ

トリウムの算定
静脈血栓症に対するベラプロストナトリ

ウム（プロサイリン錠等）の算定は，原則
として認められない。

228．肝硬変に対するラクツロース又はラ
クチトール水和物散の算定
肝硬変に対するラクツロース（ラクツロ

ース・シロップ 60％等）又はラクチトー
ル水和物散（ポルトラック原末）の算定は，
原則として認められない。
229．1 型糖尿病（インスリン抵抗性の記

載がある場合を含む）に対する糖尿病
治療剤（DPP-4 阻害薬，SGLT2 阻害薬，
SU 薬，GLP-1 作動薬）の算定
1 型糖尿病（インスリン抵抗性の記載が

ある場合を含む）に対する次の糖尿病治療
剤の算定は，原則として認められない。

⑴ DPP-4 阻害薬，⑵ SGLT2 阻害薬（1
型糖尿病に適応のある薬剤を除く），⑶ス
ルホニル尿素（SU）薬，⑷ GLP-1 作動薬
230．ヘリコバクター・ピロリ感染症に対

して二次除菌としてレセプト上確認が
できない場合のメトロニダゾールの算
定
ヘリコバクター・ピロリ感染症に対して

二次除菌としてレセプト上確認ができない
場合のメトロニダゾール（フラジール内服
錠）の算定は，原則として認められない。
231．胃癌に対するプロトンポンプ・イン

ヒビター（PPI）【内服薬】の算定
胃癌に対するプロトンポンプ・インヒビ

ター（PPI）【内服薬】の算定は，原則と
して認められない。
232．逆流性食道炎に対するラベプラゾー

ルナトリウム 1 日 40mg の算定
内視鏡検査等がレセプトで確認ができな

い場合の，逆流性食道炎に対するラベプラ
ゾールナトリウム（パリエット錠）1 日
40mg の算定は，原則として認められない。
233．アミノレバン EN 配合散又はヘパン

ED 配合内用剤の算定
肝性脳症がない，次の傷病名に対するア

ミノレバン EN 配合散又はヘパン ED 配合
内用剤の算定は，原則として認められない。

⑴肝硬変，⑵アルコール性肝硬変，⑶慢
性肝炎，⑷ C 型慢性肝炎
234．マジンドール錠の算定

高度肥満症（病的肥満を含む）の診断が
ない場合のマジンドール錠（サノレックス
錠）の算定は，原則として認められない。
235．躁病に対するゾルピデム酒石酸塩の

算定
不眠症の傷病名がない，躁病に対するゾ

ルピデム酒石酸塩（マイスリー錠等）の算
定は，原則として認められない。
236．パーキンソン症候群に対するカベル

ゴリンの算定
パーキンソン症候群に対するカベルゴリ

ン（カバサール等）の算定は，原則として
認められない。
237．がん性皮膚潰瘍に対するメトロニダ

ゾールの算定
がん性皮膚潰瘍に対するメトロニダゾー

ル（フラジール内服錠）の算定は，原則と
して認められない。
238．プロピベリン塩酸塩の算定
①　次の傷病名に対するプロピベリン塩酸

塩（バップフォー錠）の算定は，原則と

他
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＊本欄で示す“p.00”は，原則“診療点数早見表（DPC 点数早見表）2024 年度”ページ数です。

今月の資料 （法法律，令政省令，告告示，通通知，事事務連絡，他その他）

他　支払基金における審査の一般的な取扱い（医科）（7/31，8/30 支払基金） ����������������p.49
告 通　診療報酬の算定方法の一部改正等／医療情報取得加算及び医療 DX 推進体制整備加算の取扱い（8/20 告示

262，263，264，保医発 0820・1） ������������������������������������p.53
事　長期収載品の処方等又は調剤の取扱いに関する疑義解釈資料の送付（その 2）（8/21 保険局医療課） ����p.55
事　疑義解釈資料の送付（その 11）（8/29 保険局医療課） ������������������������p.56
通　「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」等の一部改正（保医発 0830・1） ���p.56
告 通　特定保険医療材料及びその材料価格（材料価格基準）の一部改正等（8/30 告示 281，保医発 0830・1） ����p.57
告　厚生労働大臣の定める先進医療及び患者申出療養並びに施設基準の一部改正（8/30 告示 279） ������p.58
告 通　厚生労働大臣が定める傷病名，手術，処置等及び定義副傷病名及び厚生労働大臣が別に定める者の一部

改正等（DPC/PDPS）（8/14 告示 261，保医発 0814・6） �������������������������p.58
告　厚生労働大臣が指定する病院の病棟並びに厚生労働大臣が定める病院，基礎係数，機能評価係数Ⅰ，機能

評価係数Ⅱ，救急補正係数及び激変緩和係数の一部改正（8/30 告示 280） ���������������p.60
＊本欄で示す“p.00”は，原則“診療点数早見表（DPC 点数早見表）2022 年 4 月版”ページ数です。
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して認められない。
⑴前立腺肥大症，⑵尿閉，⑶急性膀胱

炎，膀胱炎，⑷急性前立腺炎，前立腺炎，
⑸夜尿症

②　神経因性膀胱に対するプロピベリン塩
酸塩（バップフォー錠）の算定は，頻尿，
尿失禁の傷病名の記載がない場合であっ
ても，原則として認められる。

239．抗アレルギー薬の併用投与
次の抗アレルギー薬の併用投与は，原則

として認められる。
⑴　抗ヒスタミン作用を持つ第 1 世代 1 種

類と第 2 世代 1 種類
⑵　抗ヒスタミン作用を持つもの 1 種類と

抗ヒスタミン作用を持たないもの 1 種類
⑶　抗ヒスタミン作用を持たないもの（作

用機序の異なる）2 種類
⑷　皮膚科領域における抗ヒスタミン作用

を持つ抗アレルギー薬 1 種類と抗ヒスタ
ミン作用を持たない抗アレルギー薬（作
用機序の異なる）2 種類の 3 種類

240．ウベニメクスの算定
①　維持強化化学療法剤を併用投与してい

る場合の急性骨髄性白血病に対するウベ
ニメクス（ベスタチンカプセル）の算定
は，原則として認められる。

②　維持強化化学療法剤を併用投与してい
る場合の次の傷病名に対するウベニメク
ス（ベスタチンカプセル）の算定は，原
則として認められない。

⑴急性リンパ性白血病，⑵骨髄異形成
症候群

241．喉頭炎等に対するプロカテロール塩
酸塩水和物【外用薬】の算定
次の傷病名に対するプロカテロール塩酸

塩水和物（メプチン吸入液等）（外用薬）
の算定は，原則として認められない。

⑴喉頭炎，⑵急性気管支炎（成人），⑶
肺炎
242．急性気管支炎等に対するチオトロピ

ウム臭化物水和物の算定
次の傷病名に対するチオトロピウム臭化

物水和物（スピリーバ吸入用カプセル
18µg）の算定は，原則として認められない。

⑴急性気管支炎，⑵喘息性気管支炎，⑶
気管支喘息，⑷気管支拡張症
243．アレルギー性結膜炎に対する広範囲

抗菌点眼剤の算定
ステロイド点眼剤の投与がある場合のア

レルギー性結膜炎に対する広範囲抗菌点眼
剤（クラビット点眼液等）の算定は，原則

として認められない。

【注射】
244．プロトンポンプ・インヒビター
（PPI）の内服薬及び注射薬の併用投与
プロトンポンプ・インヒビター（PPI）

の内服薬及び注射薬の併用投与は，原則と
して認められない。
245．肝性脳症改善アミノ酸注射液の算定
①　肝硬変かつ高アンモニア血症に対する

肝性脳症改善アミノ酸注射液（アミノレ
バン点滴静注等）の算定は，原則として
認められる。

②　次の傷病名に対する肝性脳症改善アミ
ノ酸注射液（アミノレバン点滴静注等）
の算定は，原則として認められない。

⑴肝硬変，⑵アルコール性肝硬変，⑶
慢性肝炎，⑷ C 型慢性肝炎

246．プロトンポンプ・インヒビター
（PPI）【注射薬】の算定
次の傷病名に対するプロトンポンプ・イ

ンヒビター（PPI）【注射薬】の算定は，
原則として認められない。

⑴逆流性食道炎，⑵出血のない胃潰瘍，
⑶胃癌

【処置】
247．皮膚科光線療法（赤外線又は紫外線

療法）の算定
次の傷病名に対する J054 皮膚科光線療

法「1」赤外線又は紫外線療法の算定は，
原則として認められる。

⑴湿疹・皮膚炎（急性・慢性），⑵脂漏
性湿疹・皮膚炎，⑶アトピー性皮膚炎，⑷
痒疹，⑸乾癬，⑹掌蹠膿疱症，⑺尋常性白
斑，⑻凍瘡，⑼円形脱毛症，⑽尋常性ざ瘡，
⑾帯状疱疹
248．皮膚科光線療法と皮膚科軟膏処置の

併算定
次の場合における J053 皮膚科軟膏処置

と J054 皮膚科光線療法との併算定は，原
則として認められる。

⑴同一部位で別疾患，⑵別部位で同一疾
患

【手術】
249．経皮的冠動脈形成術等に対するアミ

ドトリゾ酸ナトリウムメグルミン【注
射薬】の算定
K546 経皮的冠動脈形成術，K548 経皮的

冠動脈形成術（特殊カテーテルによるもの）
及び K549 経皮的冠動脈ステント留置術に
対するアミドトリゾ酸ナトリウムメグルミ
ン【注射薬】（ウログラフイン注）の算定は，
原則として認められない。

【検査】
250．血中微生物検査の算定

次の傷病名に対する D005「7」血中微生
物検査の算定は，原則として認められる。

⑴フィラリア症，⑵トリパノソーマ症，
⑶マラリア
251．Ⅳ型コラーゲン，P-Ⅲ-P，Ⅳ型コラー

ゲン・7S の算定
①　次の傷病名に対する D007「36」Ⅳ型

コラーゲン，「39」プロコラーゲン-Ⅲ-
ペプチド（P-Ⅲ-P）又は「42」Ⅳ型コ
ラーゲン・7S の算定は，原則として認
められる。

⑴アルコール性肝炎，⑵非アルコール
性脂肪性肝炎，⑶原発性胆汁性胆管炎，
⑷自己免疫性肝炎，⑸肝硬変

②　次の傷病名に対する D007「36」Ⅳ型
コラーゲン，「39」プロコラーゲン-Ⅲ-
ペプチド（P-Ⅲ-P）又は「42」Ⅳ型コ
ラーゲン・7S の算定は，原則として認
められない。

⑴慢性肝炎疑い，⑵肝機能障害・肝障
害（疑い含む），⑶脂肪肝（疑い含む），
⑷アルコール性肝炎疑い，⑸非アルコー
ル性脂肪性肝炎疑い，⑹原発性胆汁性胆
管炎疑い，⑺自己免疫性肝炎疑い，⑻肝
細胞癌（疑い含む）

252．慢性肝炎疑いに対するヒアルロン酸
の算定
慢性肝炎疑いに対する D007「46」ヒア

ルロン酸の算定は，原則として認められな
い。
253．経過観察時における二次性高血圧症

等がない高血圧症のみに対するレニン
活性等の算定
経過観察時における二次性高血圧症等が

ない高血圧症のみに対する次の検査の算定
は，原則として認められない。

⑴ D008「8」レニン活性，⑵ D008「10」
レニン定量，⑶ D008「14」コルチゾール，
⑷ D008「15」アルドステロン，⑸ D008「15」
アルドステロン（尿），⑹ D008「29」カテ
コールアミン分画，⑺ D008「37」カテコ
ールアミン，⑻ D008「45」メタネフリン・
ノルメタネフリン分画
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254．糖尿病疑い，耐糖能異常疑いに対す
る IRI の算定
次の傷病名に対する D008「8」インスリ

ン（IRI）の算定は，原則として認められ
ない。

⑴糖尿病疑い，⑵耐糖能異常疑い
255．C-ペプチド（CPR）の算定間隔

糖尿病確定診断後の患者の外来受診時に
おける D008「12」C －ペプチド（CPR）
の算定間隔は，原則として 3 か月とする。
256．骨粗鬆症疑いに対するⅠ型コラーゲ

ン架橋 N-テロペプチド（NTX）の算定
骨粗鬆症疑いに対する D008「25」Ⅰ型

コラーゲン架橋 N －テロペプチド（NTX）
の算定は，原則として認められない。
257．TSAb の連月の算定

D014「40」TSAb の連月の算定は，原
則として認められない。
258．免疫グロブリン（IgG，IgA，IgM）

の算定
関節リウマチ疑い及び関節リウマチの経

過観察に対する D015「4」免疫グロブリン
（IgG，IgA，IgM）の算定は，原則として
認められる。

また，算定間隔は，原則として 3 か月に
1 回とする。
259．IgG4 の算定
①　次の傷病名に対する D014「41」IgG4

の算定は，原則として認められる。
⑴ミクリッツ病，⑵自己免疫性膵炎，

⑶後腹膜線維症，⑷リーデル甲状腺炎，
⑸キュットネル腫瘍，⑹ IgG4 関連疾患
のみ

②　治療中（ステロイド投与初期）の
D014「41」IgG4 の連月の算定は原則と
して認められる。

③　経過観察時の D014「41」IgG4 の算定
は，原則として 3 か月に 1 回認められる。

④　次の傷病名に対する D014「41」IgG4
の算定は，原則として認められない。

⑴胆嚢炎，⑵腎臓病，⑶肺炎，⑷肝疾
患，⑸後腹膜炎，⑹硬膜炎

260．爪白癬の診断確定時の微生物学的検
査の算定
爪白癬の診断確定時の次の微生物学的検

査の算定は，原則として認められる。
⑴　D017 排泄物，滲出物又は分泌物の細

菌顕微鏡検査「3」その他のもの
⑵　D018 細菌培養同定検査「5」その他の

部位からの検体

⑶　D018 細菌培養同定検査「6」簡易培養
261．排泄物，滲出物又は分泌物の細菌顕

微鏡検査（その他のもの）の算定
次の傷病名に対する便検体による D017

排泄物，滲出物又は分泌物の細菌顕微鏡検
査「3」その他のものの算定は，原則とし
て認められる。

⑴トリコモナス，⑵アメーバ赤痢，⑶胃
結核，⑷カンピロバクター腸炎，⑸腸管ス
ピロヘータ症，⑹腸結核，結核性下痢
262．気管支喘息に対する細菌培養同定検

査及び細菌薬剤感受性検査の算定
気管支喘息に対する D018 細菌培養同定

検査及び D019 細菌薬剤感受性検査「1」1
菌種，「2」2 菌種又は「3」3 菌種以上の算
定は，原則として認められない。
263．標準語音聴力検査の算定
①　次の傷病名に対する D244 自覚的聴力

検査「2」標準語音聴力検査の算定は，
原則として認められる。

⑴難聴，⑵突発性難聴
②　顔面神経麻痺に対する D244 自覚的聴

力検査「2」標準語音聴力検査の算定は，
原則として認められない。

264．ことばのききとり検査の算定
①　次の傷病名に対する D244 自覚的聴力

検査「2」ことばのききとり検査の算定は，
原則として認められる。

⑴難聴，⑵突発性難聴
②　次の傷病名に対する D244 自覚的聴力

検査「2」ことばのききとり検査の算定は，
原則として認められない。

⑴顔面神経麻痺，⑵めまい，⑶耳管狭
窄症

265．後迷路機能検査の算定
①　次の傷病名に対する D244 自覚的聴力

検査「4」後迷路機能検査（種目数にか
かわらず一連につき）の算定は，原則と
して認められる。

⑴難聴，⑵突発性難聴，⑶メニエール
病

②　次の傷病名に対する D244 自覚的聴力
検査「4」後迷路機能検査（種目数にか
かわらず一連につき）の算定は，原則と
して認められない。

⑴中耳炎，⑵耳管狭窄症，⑶顔面神経
麻痺

266．中耳機能検査の算定
①　中耳炎に対する D244 自覚的聴力検査
「6」中耳機能検査（種目数にかかわらず

一連につき）の算定は，原則として認め
られる。

②　次の傷病名に対する D244 自覚的聴力
検査「6」中耳機能検査（種目数にかか
わらず一連につき）の算定は，原則とし
て認められない。

⑴めまい，⑵メニエール病，⑶顔面神
経麻痺，⑷突発性難聴

【画像診断】
267．コンピューター断層撮影（CT 撮影）

の算定
①　次の傷病名等に対する E200 コンピュ

ーター断層撮影（CT 撮影）の算定は，
原則として認められる。

⑴乳癌，⑵乳癌の術前，⑶化学療法後，
⑷四肢悪性腫瘍疑い，⑸単純撮影のない
虫垂炎（初診時），⑹単純撮影のない肺
炎疑い（初診時），⑺内視鏡検査のない
大腸癌疑い，⑻内視鏡検査のない胃癌疑
い

②　次の傷病名に対する E200 コンピュー
ター断層撮影（CT 撮影）の算定は，原
則として認められない。

⑴気管支炎，⑵単純撮影のない急性胃
炎（初診時）

268．経管栄養・薬剤投与用カテーテル交
換法時の CT 撮影の算定
J043-4 経管栄養・薬剤投与用カテーテ

ル交換法時の E200「1」CT 撮影の算定は，
原則として認められない。

令和6年8月30日（第15回：15事例）
【検査】

269．結核菌群核酸検出とマイコバクテリ
ウム・アビウム及びイントラセルラー

（MAC）核酸検出の併算定
①　結核疑いかつ非結核性抗酸菌症（疑い

含む）に対する D023「14」結核菌群核
酸検出と「16」マイコバクテリウム・ア
ビウム及びイントラセルラー（MAC）
核酸検出の併算定は，原則として認めら
れる。

なお，結核菌が陰性であることがレセ
プトから判断できる場合の D023「14」
結核菌群核酸検出と「16」マイコバクテ
リウム・アビウム及びイントラセルラー

（MAC）核酸検出の併算定は，同日であ
っても原則として認められる。

②　次の傷病名に対する D023「14」結核
菌群核酸検出と「16」マイコバクテリウ
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ム・アビウム及びイントラセルラー
（MAC）核酸検出の併算定は，原則とし
て認められない。

⑴結核，⑵非結核性抗酸菌症
270．脂肪肝に対する肝硬度測定等の算定

脂肪肝に対する次の検査の算定は，原則
として認められない。

⑴ D215-2 肝硬度測定，⑵ D215-3 超音
波エラストグラフィー

【投薬】
271．胃炎等に対する H2 ブロッカー【内

服薬】の算定
①　次の傷病名に対するH2 ブロッカー【内

服薬】の算定は，原則として認められ
る。

⑴胃炎，⑵急性胃炎，⑶慢性胃炎
②　胃癌に対する H2 ブロッカー【内服薬】

の算定は，原則として認められない。 
272．心房細動等に対するシロスタゾール

の算定
①　心房細動に対するシロスタゾール（プ

レタール OD 錠等）の算定は，原則とし
て認められない。

②　K555 弁置換術後におけるシロスタゾ
ール（プレタール OD 錠等）の算定は，
原則として認められない。

273．末梢神経障害に対するリマプロスト 
アルファデクス錠の算定
末梢神経障害に対するリマプロスト ア

ルファデクス錠（オパルモン錠等）の算定
は，原則として認められない。
274．ドネペジル塩酸塩の算定①

次の傷病名に対するドネペジル塩酸塩
（アリセプト錠）の算定は，原則として認
められない。

⑴脳血管性型認知症，⑵老年性認知症，
⑶若年性認知症，⑷認知症，⑸統合失調症，
⑹パーキンソン病，パーキンソン症
275．ドネペジル塩酸塩の算定②

投与開始時からのドネペジル塩酸塩
【5 mg】（アリセプト錠 5 mg 等）の算定は，
原則として認められない。
276．リバスチグミン，ガランタミン臭化

水素酸塩及びメマンチン塩酸塩の算定
①
次の傷病名に対するリバスチグミン（リ

バスタッチパッチ），ガランタミン臭化水
素酸塩（レミニール錠）及びメマンチン塩

酸塩（メマリー錠）の算定は，原則として
認められない。

⑴レビー小体型認知症，⑵脳血管性型認
知症，⑶老年性認知症，⑷若年性認知症，
⑸認知症，⑹統合失調症，⑺パーキンソン
病，パーキンソン症候群
277．リバスチグミン，ガランタミン臭化

水素酸塩及びメマンチン塩酸塩の算定
②
リバスチグミン（リバスタッチパッチ），

ガランタミン臭化水素酸塩（レミニール錠）
及びメマンチン塩酸塩（メマリー錠）の維
持量（有効用量）まで増量しない継続投与
は，原則として認められる。

【注射】
278．腎性貧血等に対する含糖酸化鉄注射

液の算定
次の傷病名等に対する含糖酸化鉄注射液

（フェジン静注）の算定は，原則として認
められない。

⑴腎性貧血，⑵慢性透析患者，⑶貧血
279．肝癌に対するグルカゴン・インスリ

ン療法の算定
肝癌に対するグルカゴン・インスリン療

法の算定は，原則として認められない。

【精神科専門療法】
280．入院精神療法等の算定
①　次の傷病名に対する I001 入院精神療

法，I002 通院・在宅精神療法及び I006
通院集団精神療法の算定は，原則として
認められる。

⑴てんかん性精神病，⑵症状精神病，
⑶アルコール依存症，アルコール性精神
病，覚醒剤精神病，⑷統合失調症，⑸幻
覚妄想状態，⑹心因性妄想精神病，急性
一過性精神病性障害，⑺非定型精神病，
⑻躁状態，躁うつ病，⑼うつ状態，⑽気
分循環症，⑾社会恐怖症，対人恐怖症，
恐怖症性不安障害，⑿不安神経症，⒀強
迫性障害，⒁心的外傷ストレス障害

（PTSD），適応障害，⒂解離性健忘，解
離性運動障害，解離性障害，⒃心気症，
⒄神経衰弱，⒅拒食症，異食症，摂食障
害，⒆神経症性不眠症，⒇パーソナリテ
ィ障害，�性同一性障害，性的倒錯，�
学習障害，�自閉症，小児自閉症，�注
意欠陥多動障害，多動性障害，行為障害，
�小児期反応性愛着障害，チック，�児

童・思春期精神疾患，�心因反応，�錯
乱状態，情緒障害，登校拒否，�過食症，
�老人性（老年期）精神病，�認知症，
�神経症性うつ状態，�知的障害，�発
達障害，�レビー小体型認知症，�てん
かん，�不眠症，�ナルコレプシー，

②　次の傷病名に対する I001 入院精神療
法，I002 通院・在宅精神療法及び I006
通院集団精神療法の算定は，原則として
認められない。

⑴不随意運動，⑵失語症，⑶自律神経
失調症，⑷脳出血後遺症，脳梗塞後遺症，
⑸更年期症候群，⑹頭痛，心身過労状態

【処置】
281．留置カテーテル設置時（膀胱）等の

血管造影用ガイドワイヤー（微細血管
用）の算定
次の場合の血管造影用ガイドワイヤー

（微細血管用）の算定は，原則として認め
られない。

⑴ J063 留置カテーテル設置時（膀胱），
⑵尿管ステントセット（一般型・標準型）
又は尿路拡張用カテーテル（尿管・尿道用）
使用時，⑶ K682-2 経皮的胆管ドレナージ
術時，⑷胆管造影時

【手術】
282．網膜裂孔に対する網膜光凝固術のそ

の他特殊なものの算定
網膜裂孔に対する K276 網膜光凝固術

「2」その他特殊なものの算定は，原則とし
て認められない。「1」通常のものの算定と
する。
283．乳腺悪性腫瘍手術時の吸引留置カ

テーテル 2 本の算定
次の K476 乳腺悪性腫瘍手術時の 029 

吸引留置カテーテル 2 本の算定は，原則と
して認められる。
⑴　「4」乳房部分切除術〔腋窩部郭清を伴

うもの（内視鏡下によるものを含む）〕
⑵　「5」乳房切除術（腋窩鎖骨下部郭清を

伴うもの）・胸筋切除を併施しないもの
⑶　「6」乳房切除術（腋窩鎖骨下部郭清を

伴うもの）・胸筋切除を併施するもの
⑷　「7」拡大乳房切除術（胸骨旁，鎖骨上，

下窩など郭清を併施するもの）
⑸　「9」乳輪温存乳房切除術（腋窩部郭清

を伴うもの）
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診療報酬の算定方法の一部改正等／医療情報取得加算及び医療
DX推進体制整備加算の取扱い

令和 6年 8月 20 日
告示第 262， 263， 264 号， 保医発 0820 第 1 号

【解説】医療 DX に係る診療報酬上の評価の
取扱いについて，告示と通知が発出されま
した。医療 DX 推進体制整備加算は 10 月 1
日施行，医療情報取得加算（A000 初診料「注
15」，A001 再診料「注 19」及び A002 外
来診療料「注 10」）の改正規定は，12 月 1
日施行となります。明細書の記載要領の「別
表Ⅳ・略号一覧」の一部改正は，弊社 HP
に掲載しています。

診療報酬の算定方法の一部改正（告示第
262号）／医療情報取得加算及び医療
DX推進体制整備加算の取扱い（別添1）
（保医発0820第 1号）

（p.34 右段 12 ～ 28 行目，下線部訂正）
A000　初診料 291 点

注 1 ～ 14　（略）
15　別に厚生労働大臣が定める施設

基準を満たす保険医療機関を受診し
た患者に対して十分な情報を取得し
た上で初診を行った場合は，医療情
報取得加算として，月 1 回に限り 1
点を所定点数に加算する。

16　医療 DX 推進に係る体制として
別に厚生労働大臣が定める施設基準
に適合しているものとして地方厚生
局長等に届け出た保険医療機関を受
診した患者に対して初診を行った場
合は，医療DX推進体制整備加算と
して，月 1 回に限り，当該基準に係
る区分に従い，次に掲げる点数をそ
れぞれ所定点数に加算する。
イ　医療 DX 推進体制整備加算 1
 11 点
ロ　医療 DX 推進体制整備加算 2
 10 点
ハ　医療 DX 推進体制整備加算 3
 8 点

（p.41 右段下から 29 ～ 23 行目，下線部訂正）

→医療情報取得加算（「注 15」）
ア　医療情報取得加算は，（中略），別に厚

生労働大臣が定める施設基準を満たす保
険医療機関を受診した患者に対して十分
な情報を取得した上で初診を行った場合
に，医療情報取得加算として，月 1 回に
限り 1 点を所定点数に加算する。

（令 6 保医発 0305・4，0820・1）

（p.45 右段下から 5 行目，下線部訂正）

→医療 DX 推進体制整備加算（「注 16」）

「注 16」に規定する医療 DX 推進体制整
備加算は，（中略），別に厚生労働大臣が定
める施設基準に適合しているものとして地
方厚生（支）局長等に届け出た保険医療機
関を受診した患者に対して初診を行った場
合に，月 1 回に限り当該基準に係る区分に
従い，次に掲げる点数をそれぞれ所定点数
に加算する。
イ　医療 DX 推進体制整備加算 1 11 点
ロ　医療 DX 推進体制整備加算 2 10 点
ハ　医療 DX 推進体制整備加算 3 8 点

（令 6 保医発 0305・4，0820・1）

（p.48 左段 5 ～ 14 行目，下線部訂正）
A001　再診料 75 点

注 1 ～ 18　（略）
19　別に厚生労働大臣が定める施設

基準を満たす保険医療機関を受診し
た患者に対して十分な情報を取得し
た上で再診を行った場合は，医療情
報取得加算として，3 月に 1 回に限
り 1 点を所定点数に加算する。

（p.55 右段下から 20 ～ 14 行目，下線部訂正）

→医療情報取得加算（「注 19」）
ア　「注 19」に規定する医療情報取得加算

は，（中略），別に厚生労働大臣が定める
施設基準を満たす保険医療機関を受診し
た患者に対して十分な情報を取得した上
で再診を行った場合に，医療情報取得加
算として，3 月に 1 回に限り 1 点を所定
点数に加算する。 （令 6 保医発 0305・4，0820・1）

（p.56 右段下から 5 行目～ p.57 左段 5 行目，
下線部訂正）

A002　外来診療料 76 点
注 1 ～ 9（略）

10　別に厚生労働大臣が定める施設
基準を満たす保険医療機関を受診し
た患者に対して十分な情報を取得し
た上で再診を行った場合は，医療情
報取得加算として，3 月に 1 回に限
り 1 点を所定点数に加算する。

（p.57 右段下から 25 ～ 18 行目，下線部訂正）
⒀　医療情報取得加算

ア　「注 10」に規定する医療情報取得加
算は，（中略），別に厚生労働大臣が定
める施設基準を満たす保険医療機関を

受診した患者に対して十分な情報を取
得した上で再診を行った場合に，医療
情報取得加算として，3 月に 1 回に限
り 1 点を所定点数に加算する。 （令 6 保
医発 0305・4，0820・1）

（p.225 左段 15 行目，下線部訂正）
A315　精神科地域包括ケア病棟入院料（1

日につき） 1,535 点
注 1 ～ 5（略）

6　診療に係る費用（注 2 及び注 5 に
規定する加算，第 2 節に規定する臨
床研修病院入院診療加算，医師事務
作業補助体制加算（50 対 1 補助体
制加算，75 対 1 補助体制加算又は
100 対 1 補助体制加算に限る），特
定感染症入院医療管理加算，地域加
算，（以下略）

（p.267 左段 23 ～ 24 行目，下線部訂正）
（B001　特定疾患治療管理料）
23　がん患者指導管理料

注 1 ～ 5（略）
6　ハについて，B001 の 18 小児悪性

腫瘍患者指導管理料，B001-2-12
外来腫瘍化学療法診療料，B008 薬
剤管理指導料，F100 処方料の注 6
に規定する加算又は F400 処方箋料
の注 5 に規定する加算は，別に算定
できない。

（p.895 右段 27 行目，下線部訂正）
4　その他の診療料

イ～リ　（略）
ヌ　第 2 章特掲診療料第 14 部その他に

掲げる診療料〔外来・在宅ベースアッ
プ評価料（Ⅰ）及び外来・在宅ベース
アップ評価料（Ⅱ）（いずれも再診時
に限る）を除く〕

基本診療料の施設基準等の一部改正（告
示第 263号）／医療情報取得加算及
び医療DX推進体制整備加算の取扱い
（別添2）（保医発0820第 1号）

（p.1054 右段下から 6 行目～ p.1055 左段 16
行目，訂正・追加）

3の 8　医療DX推進体制整備加算の施
設基準

⑴　医療 DX 推進体制整備加算 1 の施設基

告 通
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準
イ　療養の給付及び公費負担医療に関す

る費用の請求に関する命令第 1 条に規
定する電子情報処理組織の使用による
請求を行っていること。

ロ　健康保険法第 3 条第 13 項に規定す
る電子資格確認を行う体制を有してい
ること。

ハ　医師又は歯科医師が，健康保険法第
3 条第 13 項に規定する電子資格確認
を利用して取得した診療情報を，診療
を行う診察室，手術室又は処置室等に
おいて，閲覧又は活用できる体制を有
していること。

ニ　電磁的記録をもって作成された処方
箋を発行する体制を有していること。

ホ　電磁的方法により診療情報を共有し，
活用する体制を有していること。

ヘ　健康保険法第 3 条第 13 項に規定す
る電子資格確認に係る十分な実績を有
していること。

ト　医療 DX 推進の体制に関する事項及
び質の高い診療を実施するための十分
な情報を取得し，及び活用して診療を
行うことについて，当該保険医療機関
の見やすい場所に掲示していること。

チ　トの掲示事項について，原則として，
ウェブサイトに掲載していること。

リ　マイナポータルの医療情報等に基づ
き，患者からの健康管理に係る相談に
応じる体制を有していること。

⑵　医療 DX 推進体制整備加算 2 の施設基
準
イ　⑴のイからホまで及びトからリまで

に掲げる施設基準を満たすものである
こと。

ロ　健康保険法第 3 条第 13 項に規定す
る電子資格確認に係る必要な実績を有
していること。

⑶　医療 DX 推進体制整備加算 3 の施設基
準
イ　⑴のイからホまで並びにト及びチに

掲げる施設基準を満たすものであるこ
と。

ロ　健康保険法第 3 条第 13 項に規定す
る電子資格確認に係る実績を有してい
ること。

（p.1055 左段下から 20 行目～右段 9 行目，
下線部訂正・追加）

→ 1　医療 DX 推進体制整備加算 1 に関
する施設基準

⑹　医療 DX 推進体制整備加算 1 を算定す
る月の 3 月前のレセプト件数ベースマイ
ナ保険証利用率（同月におけるマイナ保
険証利用者数を，同月の患者数で除した
割合であって，社会保険診療報酬支払基
金から報告されるものをいう。以下同じ）
が，令和 6 年 10 月 1 日から 12 月 31 日
までの間においては 15％以上である。

⑺　⑹について，令和 7 年 1 月 1 日以降に
おいては，「15％」とあるのは「30％」
とする。

⑻　⑹について，医療 DX 推進体制整備加
算 1 を算定する月の 3 月前のレセプト件
数ベースマイナ保険証利用率に代えて，
その前月又は前々月のレセプト件数ベー
スマイナ保険証利用率を用いることがで
きる。

⑼　（略）
⑽　⑼の掲示事項について，（略）
⑾　マイナポータルの医療情報等に基づき，

患者からの健康管理に係る相談に応じる
体制を有している。

2　医療 DX 推進体制整備加算 2 に関する
施設基準

⑴　1 の⑴から⑸まで及び⑼から⑾までの
基準を満たす。

⑵　医療 DX 推進体制整備加算 2 を算定す
る月の 3 月前のレセプト件数ベースマイ
ナ保険証利用率が，令和 6 年 10 月 1 日
から同年 12 月 31 日までの間においては
10％以上である。

⑶　⑵について，令和 7 年 1 月 1 日以降に
おいては，「10％」とあるのは「20％」
とする。

⑷　⑵について，医療 DX 推進体制整備加
算 2 を算定する月の 3 月前のレセプト件
数ベースマイナ保険証利用率に代えて，
その前月又は前々月のレセプト件数ベー
スマイナ保険証利用率を用いることがで
きる。

3　医療 DX 推進体制整備加算 3 に関する
施設基準

⑴　1 の⑴から⑸まで，⑼及び⑽の基準を
満たす。

⑵　医療 DX 推進体制整備加算 3 を算定す
る月の 3 月前のレセプト件数ベースマイ
ナ保険証利用率が，令和 6 年 10 月 1 日
から同年 12 月 31 日までの間においては
5％以上である。

⑶　⑵について，令和 7 年 1 月 1 日以降に
おいては，「5％」とあるのは「10％」と

する。
⑷　⑵について，医療 DX 推進体制整備加

算 3 を算定する月の 3 月前のレセプト件
数ベースマイナ保険証利用率に代えて，
その前月又は前々月のレセプト件数ベー
スマイナ保険証利用率を用いることがで
きる。

【届出に関する事項】
⑴・⑵　（略）
⑶　医療 DX 推進体制整備加算の施設基準

のうち，1 の⑹から⑻まで及び⑾，2 の
⑴のうち 1 の⑾に係る基準及び 2 の⑵
から⑷まで並びに 3 の⑵から⑷までに
ついては，当該基準を満たしていればよ
く，特に地方厚生（支）局長への届出を
行う必要はない。

⑷　令和 7 年 9 月 30 日までの間に限り，1
の⑼のウの事項について，掲示を行って
いるものとみなす。

⑸　1 の⑽については，令和 7 年 5 月 31
日までの間に限り，当該基準を満たして
いるものとみなす。

⑹　医療 DX 推進体制整備加算の施設基準
のうち，レセプト件数ベースマイナ保険
証利用率の基準については，令和 6 年
10 月 1 日から令和 7 年 1 月 31 日までの
間に限り，レセプト件数ベースマイナ保
険証利用率に代えて，医療 DX 推進体制
整備加算を算定する月の 2 月前のオンラ
イン資格確認件数ベースマイナ保険証利
用率（同月におけるマイナ保険証による
資格確認件数を同月のオンライン資格確
認等システムの利用件数で除した割合で
あって，社会保険診療報酬支払基金から
報告されるものをいう。以下同じ）を用
いることができる。

⑺　⑹について，医療 DX 推進体制整備加
算を算定する月の 2 月前のオンライン資
格確認件数ベースマイナ保険証利用率に
代えて，その前月又は前々月のオンライ
ン資格確認件数ベースマイナ保険証利用
率を用いることができる。

（p.1122 左段 14 ～ 16 行目，下線部訂正）

1　総合入院体制加算の施設基準
⑴　総合入院体制加算 1 の施設基準

イ～ホ　（略）　
へ　次のいずれにも該当すること。
①　（略）
②　当該保険医療機関と同一建物内に老

人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）
第 20 条の 5 に規定する特別養護老人
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ホーム（以下「特別養護老人ホーム」
という），介護保険法（平成 9 年法律
第 123 号）第 8 条第 28 項に規定する
介護老人保健施設（以下「介護老人保
健施設」という）又は同条第 29 項に
規定する介護医療院を設置していない
こと。

（p.1223 右段下から 1 行目～ p.1224 右段 31
行目，下線部訂正・追加）

6の 4　地域包括医療病棟入院料の施設
基準等

⑴～⑶　（略）
⑷　地域包括医療病棟入院料の注 4 の除

外薬剤・注射薬
自己連続携行式腹膜灌流用灌流液並び

に別表第 5 の 1 の 3 に掲げる薬剤及び
注射薬

⑸～⑽　（略）

（p.1280 左段下から 16 行目～ p.1281 右段 2
行目，下線部訂正）

第11　経過措置

1 ～ 19　（略）
20　令和 6 年 3 月 31 日において現に次の

⑴から⑷までに掲げる診療料に係る届出
を行っている病棟又は病室については，

（中略）
⑴　（略）
⑵　精神病棟入院基本料（13 対 1 入院

基本料に限る）　第 5 の 4 の 2 の⑴の
ロの⑥

⑶・⑷　（略）
21 ～ 33　（略）
34　令和 7 年 5 月 31 日までの間に限り，

第 3 の 3 の 7 の⑷中「⑶の掲示事項に
ついて，原則として，ウェブサイトに掲
載していること」とあるのは「削除」と，
第 3 の 3 の 8 の⑴のチ中「トの掲示事
項について，（以下略）

（p.1283 左段 26 行目，下線部訂正）
別表第 5 の 1 の 3 　地域包括医療病棟入

院料，地域包括ケア病棟入院料，特定一
般病棟入院料及び短期滞在手術等基本料
の除外薬剤・注射薬

特掲診療料の施設基準等の一部改正（告
示第264号）

（p.1467 右段 4 ～ 19 行目，下線部訂正）

第17　経過措置
1 ～ 8　（略）
9　令和 7 年 5 月 31 日までの間に限り，第

3 の 4 の 4 の⑴のハ及び第 3 の 9 の⑴の
ハ中「ロの掲示事項について，原則とし
て，ウェブサイトに掲載していること」
とあるのは「削除」と，第 4 の 1 の 3 の
3 の⑷，第 4 の 1 の 6 の 2 の⑷，（中略），
原則として，ウェブサイトに掲載してい
ること」とあるのは「削除」と，第 15
の 5 の 4 の⑴のリ中「チの掲示事項につ
いて，原則として，ウェブサイトに掲載
していること」とあるのは「削除」とす
る。

10 ～ 11　（略）

（p.1467 右段下から 23 行目，下線部訂正）
別表第 1　特定疾患療養管理料並びに処

方料及び処方箋料の特定疾患処方管理加
算に規定する疾患

長期収載品の処方等又は調剤の取扱いに関する疑義解釈資料の送付（その2） 令和 6年 8月 21 日
保険局医療課事務連絡

【解説】長期収載品の処方等又は調剤に関す
る疑義解釈（その 2）が示されました。

【処方箋の記載について】
問 1　「変更不可（医療上必要）」欄及び「患

者希望」欄の双方に「 」又は「×」が
ついた場合，保険薬局においてはどのよ
うな取扱いになるか。

答　「変更不可（医療上必要）」欄及び「患
者希望」欄の双方に「 」又は「 」が
つくことは，通常は想定されず，医療機
関のシステムにおいても双方に「 」又
は「 」を入力することはできないと考
えられるが，仮にそのような場合があれ
ば，保険薬局から処方医師に対して疑義
照会を行う等の対応を行う。

なお，医療機関では，「長期収載品の
処方等又は調剤について」（令和 6 年 3
月 27 日保医発 0327 第 11 号）において，

『「変更不可（医療上必要）」欄に「 」
又は「 」を記載した場合においては，

「患者希望」欄には「 」又は「 」は
記載しないこと』としているところであ
り，医療上の必要性がある場合は，「変
更不可（医療上必要）」欄にのみ「 」

又は「 」を記載する。
問 2　令和 6 年 10 月 1 日前に処方された

長期収載品であって，保険薬局に 10 月
1 日以降に処方箋が持ち込まれた場合は
制度施行前の取扱いとなるのか。

答　そのとおり。
問 3　令和 6 年 10 月 1 日前に処方された

長期収載品であって，保険薬局に 10 月
1 日以降に 2 回目以降の調剤のためにリ
フィル処方箋や分割指示のある処方箋が
持ち込まれた場合は制度施行前の取扱い
となるのか。

答　そのとおり。
問 4　令和 6 年 10 月 1 日以降に旧様式の

処方箋で処方された長期収載品であっ
て，後発品変更不可にチェックがあるも
のの，理由について記載がされていない
ものについてどう扱えばよいか。

答　保険薬局から処方医師に対して疑義照
会を行う等の対応を行う。

問 5　「療担規則及び薬担規則並びに療担
基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示
事項等」（平成 18 年厚生労働省告示第
107 号）第 3 の 14 ⑶において，「後発

医薬品のある先発医薬品の処方等又は調
剤に係る費用徴収その他必要な事項を当
該保険医療機関及び当該保険薬局内の見
やすい場所に掲示しなければならないも
のとする」とされているが，掲示内容に
ついて参考にするものはあるか。

答　院内及びウェブサイトに掲示する内容
については，以下の URL に示すポスター
を参考にされたい。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_ 
39830.html

【診療報酬明細書の記載について】
問 6　医事会計システムの電算化が行われ

ていないものとして地方厚生（支）局長
に届け出た保険医療機関及び保険薬局に
ついては，薬剤料に掲げる所定単位当た
りの薬価が175円以下の場合は，薬剤名，
投与量等を記載する必要はないとされて
いるが，医療上の必要性等により長期収
載品を処方等又は調剤した場合の理由は
記載が必要となるのか。

答　記載不要。

事
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「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」等の一部改正 令和 6年 8月 30 日
保医発 0830 第 1 号

【解説】「診療報酬の算定方法の一部改正に 伴う実施上の留意事項について」等が改正 され，9 月 1 日から適用されます。

通

【公費負担医療について】
問 7　生活保護受給者である患者が長期収

載品を希望した場合は，どのように取り
扱うことになるのか。

答　【長期収載品の処方等が医療扶助の支
給対象にならない場合】
「生活保護法第 52 条第 2 項の規定によ

る診療方針及び診療報酬」（昭和 34 年厚
生省告示第 125 号）第 2 に基づき，生活
保護受給者については，長期入院選定療
養以外の選定療養は医療扶助の支給対象
とはならないとしている。

このため，生活保護受給者である患者

が，医療上必要があると認められないに
もかかわらず，単にその嗜好から長期収
載品の処方等又は調剤を希望する場合は，
当該長期収載品は医療扶助の支給対象と
はならないため，生活保護法（昭和 25
年法律第 144 号）第 34 条第 3 項に基づき，
後発医薬品処方等又は調剤を行うことと
なる。

【長期収載品の処方等が医療扶助の支給
対象になる場合】
長期収載品の処方等を行うことに医療

上必要があると認められる場合は，当該
長期収載品は医療扶助の支給対象となる。

問 8　生活保護受給者である患者が，単に

その嗜好から長期収載品を選択した場
合，「特別の料金」を徴収するのか。

答　生活保護受給者である患者について，
医療上の必要性があると認められず，か
つ，保険医療機関又は保険薬局において
後発医薬品を提供することが可能である
場合は，長期収載品を医療扶助又は保険
給付の支給対象として処方等又は調剤す
ることはできないため，当該患者が単に
その嗜好から長期収載品を希望した場合
であっても，後発医薬品を処方等又は調
剤することとなる。そのため，「特別の
料金」を徴収するケースは生じない。

疑義解釈資料の送付（その11） 令和 6年 8月 29 日
保険局医療課事務連絡

【解説】2024 年診療報酬改定の疑義解釈に
関する事務連絡が発出されました。

【小児科外来診療料】
問 1　B001-2 小児科外来診療料は，別に

厚生労働大臣が定める薬剤を投与してい
る場合については，算定しないと定めら
れており，この厚生労働大臣が定める薬
剤として，RS ウイルス感染症に対する
抗体製剤である「パリビズマブ」が告示
されているが，令和 6 年 5 月 22 日に薬
価収載された RS ウイルス感染症に対す
る抗体製剤である「ニルセビマブ」につ
いては，どのように取り扱うのか。

答　小児科外来診療料について，「ニルセ
ビマブ」は「パリビズマブ」と同様に扱
うこととする。

【感染症免疫学的検査】
問 2　D012 感染症免疫学的検査「24 RS

ウイルス抗原定性」は，「パリビズマブ製
剤の適応となる患者」等について，当該
ウイルス感染症が疑われる場合に適用す
るとされているが，令和 6 年 5 月 22 日
に薬価収載された RS ウイルス感染症に
対する抗体製剤である「ニルセビマブ製
剤」の適応となる患者についても同様の
取扱いと考えてよいか。

答　よい。

【特定疾患処方管理加算】
問 3　生活習慣病管理料（Ⅰ）及び（Ⅱ）

を算定した月において，当該算定日とは
別日に，当該保険医療機関において，同
一患者に対して特定疾患処方管理加算を
算定することは可能か。

答　特定疾患処方管理加算は，特定疾患療
養管理料における特定疾患と同じ特定疾
患を対象に処方した際に算定できるが，
特定疾患療養管理料と生活習慣病管理料
は併算定できないことから，生活習慣病
管理料を算定した月においては，特定疾
患処方管理加算は算定できない。

【児童思春期支援指導加算】
問 4　I002 通院・在宅精神療法の「注 10」

に規定する児童思春期支援指導加算の施
設基準において求める医師等の「児童思
春期の患者に対する精神医療に係る適切
な研修」には，具体的にはどのようなも
のがあるか。

答　現時点では，以下の研修が該当する。
○　日本精神科病院協会が実施する「児

童・思春期精神医学対策講習会スタンダ
ードコース」

○　日本児童青年精神医学会が実施する
「児童思春期精神医療研修」

○　国立国際医療研究センター国府台病院
が実施する以下の研修（①及び②の両方

を受講した場合に限る）。
①　以下のいずれかの研修。
・平成 22 年度～平成 26 年度に実施された，
「思春期精神保健対策医療従事者専門研
修⑴」

・平成 22 年度～平成 26 年度に実施された，
「思春期精神保健対策医療従事者専門研
修⑵」

・平成 22 年度～平成 25 年度に実施された，
「思春期精神保健対策コメディカル専門
研修」

・平成 27 年度～令和 5 年度に実施された，
「思春期精神保健対策医療従事者専門研
修」

・「児童・思春期精神保健対策医療従事者
専門研修」

②　以下のいずれかの研修。
・平成 26 年度～令和 5 年度に実施された，
「医療従事者研修応用・症例コース」

・「児童・思春期精神保健対策医療従事者
専門研修 応用・症例コース」

○　令和 5 年に実施された，障害者総合福
祉推進事業「児童思春期精神医療におけ
る多職種実践研修（仮）」

なお，これに伴い，「疑義解釈資料の
送付について（その 1）」（令和 6 年 3 月
28 日事務連絡）別添 1 の問 204（p.1392
左段 5 行目「問 2」）は廃止する

事
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（p.770 左段 14 行目の次に挿入）

→角膜移植術
⑸　培養ヒト角膜内皮細胞移植術は，水疱

性角膜症の患者に対して，培養ヒト角膜
内皮細胞を前房内に注入して角膜内皮細
胞移植を行った場合に，本区分の所定点
数を準用して算定する。 （令 6 保医発 0830・1）

（p.794 左段 19 行目の次に挿入）

→心房中隔欠損閉鎖術「1」単独のもの
⑴　弁周囲欠損孔閉鎖術は，大動脈弁位又

は僧帽弁位における人工心臓弁留置術後
の人工弁周囲逆流に起因する症候性の心
不全若しくは機械的溶血性貧血を有し，

かつ外科的手術リスクが高い患者のうち，
本品による治療が医学的に必要であると
判断された患者に対し，関連学会の定め
る適正使用指針を遵守し，心尖部アプロ
ーチで実施した場合，本区分の所定点数
を準用して算定する。

⑵　本治療の実施に当たっては，K555 弁
置換術が適応とならない理由を診療報酬
明細書の摘要欄に記載する。

 （令 6 保医発 0830・1）

（p.794 左段 23 行目の次に挿入）

→経皮的心房中隔欠損閉鎖術
⑴　弁周囲欠損孔閉鎖術は，大動脈弁位又

は僧帽弁位における人工心臓弁留置術後
の人工弁周囲逆流に起因する症候性の心
不全若しくは機械的溶血性貧血を有し，
かつ外科的手術リスクが高い患者のうち，
本品による治療が医学的に必要であると
判断された患者に対し，関連学会の定め
る適正使用指針を遵守し，順行性アプロ
ーチ又は逆行性アプローチで実施した場
合，本区分の所定点数を準用して算定す
る。

⑵　本治療の実施に当たっては，K555 弁
置換術が適応とならない理由を診療報酬
明細書の摘要欄に記載する。

 （令 6 保医発 0830・1）

特定保険医療材料及びその材料価格（材料価格基準）の一部改正等 令和 6年 8月 30 日
告示第 281 号， 保医発 0830 第 1 号

【解説】特定保険医療材料及びその材料価格
（材料価格基準）の一部が改正されました。
9 月 1 日からの適用です。

（p.1006 右段 19 行目の次に挿入）

123　経皮的カテーテル心筋焼灼術用カ
テーテル
⑶　パルスフィールドアブレーション

用 681,000 円

（p.1006 右段 20 ～ 23 行目，下線部訂正・追
加）

→経皮的カテーテル心筋焼灼術用カテー
テルの算定

ア　熱アブレーション用の「体外式ペーシ
ング機能付き」又は（中略）

イ　パルスフィールドアブレーション用に
ついては，肺静脈隔離後のエントランス
ブロック確認を目的として体外式ペース
メーカ用カテーテル電極・心臓電気生理
学的検査機能付加型・冠状静脈洞型と併
せて使用した場合は，主たるもののみ算
定できる。

（p.1006 右 段 下 か ら 32 行 目，p.1007 左 段
21 行目の次，下線部訂正・追加）

→経皮的カテーテル心筋焼灼術用カテー
テルの定義

【定義】次のいずれにも該当。
②　経皮的カテーテル心筋焼灼術を実施す

る際に頻脈性不整脈の治療を目的に使用
する高周波電流等による心筋焼灼用，冷
凍アブレーション用又はパルスフィール
ドアブレーション用のカテーテルである。

（中略）
【機能区分の定義】
⑨パルスフィールドアブレーション用：次

のいずれにも該当。
ア　薬剤抵抗性を有する発作性心房細動

の治療を目的として使用するパルスフ
ィールドアブレーション用のカテーテ
ルである。

イ　高周波電流等，熱による心筋焼灼用
のカテーテルでない。

ウ　ペーシング刺激による，肺静脈隔離
後のエントランスブロック確認を行う
機能を有する。

（p.1029 右段 29 行目～下から 18 行目，削除）

189　削除（ヒト骨格筋由来細胞シート）

（p.1036 左段 1 行目の次に挿入）

228  培養ヒト角膜内皮細胞・調製・移
植キット 9,464,500 円

→培養ヒト角膜内皮細胞・調製・移植
キットの算定

ア　水疱性角膜症の患者であって，最良矯
正視力が 0.7 未満であること及び不可逆
の角膜上皮浮腫が存在することが確認さ
れたものに対して使用した場合に，1 回
の手術において片眼につき 1 回に限り算
定できる。

イ　培養ヒト角膜内皮細胞・調製・移植キ
ットは，関連学会が定める適正使用指針
に従って使用した場合に限り算定できる。

ウ　培養ヒト角膜内皮細胞・調製・移植キ

ットを使用する前の患眼の最良矯正視力
及び角膜内皮細胞密度を診療報酬明細書
の摘要欄に記載する。

→培養ヒト角膜内皮細胞・調製・移植
キットの定義
次のいずれにも該当。

①　薬事承認又は認証上，類別が「ヒト細
胞加工製品⑴ヒト体細胞加工製品」であ
って，一般的名称「ネルテペンドセル」
である。

②　ドナーより採取したヒト角膜から成熟
分化角膜内皮細胞を含む細胞を採取し，
生体外での初代培養を経て拡大培養，分
化及び成熟工程を経ることにより得られ
る成熟分化した培養ヒト角膜内皮細胞の
懸濁液を精製及び投与するキットである。

229 弁周囲欠損孔閉鎖セット 675,400 円

→弁周囲欠損孔閉鎖セットの算定
ア　弁周囲欠損孔閉鎖セットは，大動脈弁

位又は僧帽弁位における人工心臓弁留置
術後の人工弁周囲逆流に起因する症候性
の心不全若しくは機械的溶血性貧血を有
し，かつ外科的手術リスクが高い患者の
うち，本品による治療が医学的に必要で
あると判断された患者に対して，欠損孔
を経皮的に閉鎖することを目的に使用し
た場合に限り，1 回の手術に対して 2 個
を限度として算定できる。

イ　弁周囲欠損孔閉鎖セットは，関連学会
が定める適正使用指針に従って使用した

告 通
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場合に限り算定できる。
ウ　弁周囲欠損孔閉鎖セットの使用に当た

っては，K555 弁置換術が適応とならな
い医学的な理由を診療報酬明細書の摘要
欄に記載する。

→弁周囲欠損孔閉鎖セットの定義
次のいずれにも該当。

①　薬事承認又は認証上，類別が「医療用
品⑷整形用品」であって，一般的名称が

「人工心膜用補綴材」である。

②　大動脈弁位又は僧帽弁位における人工
心臓弁留置術後の欠損孔を閉鎖すること
を目的に，経皮的に病変部に挿入留置し
て使用する人工補綴材セット（デリバリ
ーシステムを含む）である。

厚生労働大臣の定める先進医療及び患者申出療養並びに施設基準の一部改正 令和 6年 8月 30 日
告示第 279 号

【解説】先進医療及び患者申出療養並びに施
設基準の告示が更新されました。9 月 1 日

からの適用です。

（p.1603 右段下から 16 ～ 15 行目削除）

38　削除（糞便微生物叢移植）

告




